
 

国立大学法人大阪大学役員報酬規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人大阪大学（以下「大学」という。）の総長、理事及び

監事（以下「役員」という。）の報酬について定めることを目的とする。 

 

（報酬の種類） 

第２条 大学に常時勤務する役員（以下「常勤役員」という。）の報酬は、基本給、賞

与、地域手当、通勤手当及び理事特別手当として支給する。 

２ 大学に常時勤務することを要しない役員（以下「非常勤役員」という。）の報酬は、

非常勤役員手当及び通勤手当として支給する。 

 

（報酬の支給日等） 

第３条 前条第１項の基本給、地域手当、通勤手当及び理事特別手当は、毎月月末を締切

日として、その月の２１日に支給する。ただし、２１日が日曜日、土曜日又は国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日（以下「休日」という。）

に当たるときは、２１日の直前の休日以外の日に支給する。 

２ 前条第１項の賞与は、毎年６月３０日及び１２月１０日に支給する。ただし、支給日

が日曜日に当たるときは、支給日の前々日に、土曜日に当たるときは、支給日の前日に

支給する。 

３ 前条第２項の非常勤役員手当及び通勤手当は、毎月月末を締切日として、その月の２

１日に支給する。ただし、２１日が休日に当たるときは、２１日の直前の休日以外の日

に支給する。 

４ 前３項に規定する基本給等の支給は、法令等に定めるところによりその報酬から控除

すべき額を差し引いた額を通貨で直接、又は役員が指定する預金又は貯金の口座に振り

込むことにより、これを行う。 

 

（基本給等の月額） 

第４条 常勤役員に支給する基本給の月額は、次のとおりとする。 

 （１） 総長 １，１９１，０００円 

（２） 理事 ８２９，０００円から９０８，０００円までの範囲内で経営協議会の議を

経て、総長が決定する額 

 （３） 監事 ７１６，０００円 

２ 非常勤役員に支給する非常勤役員手当の月額は、次のとおりとする。 

 （１） 理事 １７１，０００円から５６３，０００円までの範囲内で経営協議会の議

を経て、総長が決定する額 



 

（２） 監事 １４８，０００円から４４４，０００円までの範囲内で経営協議会の議

を経て、総長が決定する額 

３ 前２項に規定する基本給等の月額は、当該役員の業績、国家公務員の給与改定状況の

ほか、大学の財務状況等の事情を勘案して必要とみとめる場合は、経営協議会の議を経

て、改定するものとする。 

 

（賞与） 

第５条 第２条第１項の賞与は、毎年６月１日及び１２月１日にそれぞれ在職する常勤役

員に対して、これを支給する。基準日の前日から起算してそれ以前の１か月間に死亡し

た常勤役員についても、同様とする。 

２ 賞与の額は、その期ごとに決定する。その場合、文部科学省国立大学法人評価委員会

が行う業績評価の結果及び役員としての業務に対する貢献度等を総合的に勘案し、経営

協議会の議を経て、その額を１００分の２０の範囲内で、増額又は減額することができ

るものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、財務状況の悪化その他やむを得ない事由が存在する場合

には、賞与を支給せず、又は第３条第２項に規定する賞与の支給時期を遅らせることが

ある。 

 

（地域手当） 

第６条 第２条第１項の地域手当は、国立大学法人大阪大学教職員給与規程（以下「給与

規程」という。）第２８条の規定（経過措置を含む。）に基づく地域手当の例に準じ

て、これを支給する。 

 

（通勤手当） 

第７条 第２条第１項及び第２項の通勤手当は、給与規程第３０条第１項に規定する通勤

手当の支給要件に準じて、これを支給する。 

２ 前項の通勤手当の月額は、給与規程第３０条に規定する例に準じた額とする。 

３ 前２項に規定するもののほか、通勤の実状の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当 

の支給に関し必要な事項は、給与規程及びその細則に定めるところに準じる。 

 

（理事特別手当） 

第７条の２ 第２条第１項の理事特別手当は、国立大学法人大阪大学及び大阪大学におけ

る総長、理事、副学長及び部局長の業務に関する規程第３条第１項各号に掲げる理事の

業務及び同条第２項各号に掲げる統括理事の業務を併せて行う常勤役員に対して支給す

る。 

２ 前項の理事特別手当の月額は、７０,０００円とする。 



 

 

（日割計算） 

第８条 新たに大学の役員に任命された者には、その日から基本給、地域手当、理事特別

手当及び非常勤役員手当（以下「基本給等」という。）を支給する。 

２ 役員が退任し、又は解任された場合には、その日までの基本給等を支給する。 

３ 役員が死亡により退任した場合には、その月までの基本給等を支給する。 

４ 前３項の規定により基本給等を支給する場合であって、その任命、退任又は解任の事

実が月の途中に生じたときは、給与規程第６条の規定に準じて、日割計算により、これ

を支給するものとする。 

 

（支給者の特例） 

第９条 役員が死亡した場合における給与等は、労働基準法施行規則（昭和２２年厚生省

令第２３号）第４２条及び第４３条の規定を準用して、その遺族にこれを支給する。 

 

（端数の処理） 

第１０条 この規程により計算した金額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てるものとする。 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この規程は、平成１６年４月１４日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

（特別赴任手当に関する特例） 

２ 第２条第１項の規定にかかわらず、当分の間、大学が遠隔地に居住する者を役員とし

て任命した場合において、同人がやむを得ず家族と別居せざるを得ないときは、３年間

を上限として、特別赴任手当を支給することができるものとする。 

３ 前項の特別赴任手当の支給額、支給要件その他支給に関し必要な事項は、給与規程附

則第１４項の規定に基づき支給する特別赴任手当の例に準ずるものとする。 

附 則 

この改正は、平成１６年９月１６日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成１７年４月１８日から施行し、改正後の附則第２項及び第３項の規定

は、平成１７年４月１日から適用する。 

附 則 

この改正は、平成１７年１２月１日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 



 

１ この改正は、平成１８年４月１日から施行する。 

（基本給の月額についての経過措置） 

２ 第４条第１項の規定にかかわらず、当分の間、平成１８年４月１日の前日から引き続

き国立大学法人大阪大学の役員（再任された場合を除く。）で、その者の受ける基本給

の月額が同日において受けていた基本給の月額に達しない役員には、基本給の月額のほ

か、その差額に相当する額を基本給として支給する。 

附 則 

この改正は、平成１９年３月２８日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成２１年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２２年１２月２０日から施行し、平成２２年１２月１日から適用す

る。 

   附 則 

 この改正は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この改正は、平成２４年６月２５日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 （役員報酬に係る特例） 

２ 平成２４年４月１日から平成２６年３月３１日までの間（以下「特例期間」とい

う。）における常勤役員の基本給の月額の支給に当たっては、基本給の月額から基本給

の月額に１００分の９．７７を乗じて得た額に相当する額を減ずるものとする。 

３ 特例期間における非常勤役員手当の月額の支給に当たっては、非常勤役員手当の日額

に勤務日数を乗じて、第１０条の規定により算定した額から非常勤役員手当の日額に１

００分の９．７７を乗じ、その額に勤務日数を乗じて得た額に相当する額を減ずるもの

とする。 

４ 特例期間における地域手当の支給に当たっては、地域手当の月額から地域手当の月額

に１００分の９．７７を乗じて得た額に相当する額を減ずるものとする。 

５ 第２項から第４項の規定により減ずることとされる額を算定する場合において、当該

額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この改正は、平成２７年４月１日から施行する。 

（基本給の月額についての経過措置） 

２ 第４条第１項の規定にかかわらず、平成３０年３月３１日までの間、平成２７年４月

１日の前日から引き続き国立大学法人大阪大学の役員（再任された場合を除く。）で、



 

その者の受ける基本給の月額が同日において受けていた基本給の月額に達しない役員に

は、基本給の月額のほか、その差額に相当する額を基本給として支給する。 

   附 則 

 この改正は、平成２７年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２８年３月３０日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

この改正は、平成２９年９月２５日から施行し、平成２９年８月２６日から適用する。 

附 則 

この改正は、令和元年９月４日から施行し、令和元年８月２６日から適用する。 

附 則 

この改正は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この改正は、令和６年３月１９日から施行し、令和５年４月１日から適用する。ただ

し、改正後の第３条第１項及び第３項の規定は、令和６年７月１日から施行する。 

 附 則 

この改正は、令和７年３月２７日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 


